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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

３．具体的な施策と重点業績評価指標（KPI）

１‒１
農林業振興プロジェクト

　農業生産基盤の充実や担い手育成を図りながら、６次産業化や販路拡大により経営
活性化を図るプロジェクト

重点事業　１‒１‒１

経営基盤の強化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

新規就農者数 20人
2023（令和５）年度

20人
2029（令和11）年度

認定農業者数 241人
2023（令和５）年度

241人
2029（令和11）年度

中山間協定農用地面積 1,522ha
2023（令和５）年度

1,598ha
2029（令和11）年度

繁殖雌牛飼養頭数 5,005頭
2023（令和５）年度

5,200頭
2029（令和11）年度

子牛生産頭数 4,098頭
2023（令和５）年度

4,210頭
2029（令和11）年度

肥育牛飼養頭数 601頭
2023（令和５）年度

1,000頭
2029（令和11）年度

地元産木材地元消費量 1,886㎥
2023（令和５）年度

2,000㎥
2029（令和11）年度

地元産木材製材品の島外出荷量 289㎥
2023（令和５）年度

400㎥
2029（令和11）年度

担い手への農地集積率 42.0％
2023（令和５）年度

50.0％
2029（令和11）年度

輸送コスト支援事業の出荷量 5,839ｔ
2023（令和５）年度

6,423ｔ
2029（令和11）年度

具体的な取組

担い手の確保・育成施策１

⚫ �地元就農希望者や UI ターン者の就農促進を図るとともに、認定新規就農者のフォローアップを
行います。

経営基盤の強化重点事業　１‒１‒１
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

経営基盤強化施策２

【農業】
⚫�認定農業者の経営規模拡大や農業法人化の推進、既存農業法人の販路拡大、基幹作物の生産拡

大を支援します。
⚫�水田農業における経営の安定化を目指し、米の需給調整や転作作物の拡大、収益品目の導入、

裏作の推進など水田の有効活用を進めます。
⚫�中山間地域の耕作環境の整備を推進します。
⚫�有機栽培や特別栽培など様々な栽培方法による取組を支援します。
⚫�スマート農業の取組を支援し、農業の省力化や生産品の高品質化を推進します。

【畜産】
⚫�肉用牛農家の経営の維持・強化を図るため、畜産クラスター構築事業などに取り組み、牛舎の新・

増設や飼料生産機械の整備、優良繁殖雌牛の導入を支援するとともに、生産の分業化を推進し
ます。また、繁殖から肥育までの一貫経営を含めた肥育事業を推進し、農家所得向上に取り組
みます。

⚫�養豚農家の周辺環境に配慮した取組を支援し、持続可能な養豚経営を推進します。
⚫�養鶏農家の所得向上を図るため、品質向上に向けた施設整備やブランド力の強化に向けた活動

を支援します。

【林業】
⚫�利用間伐の拡大と主伐再造林への転換を進め、施業の集約化によるコスト低減、担い手（人材）

の育成、生産体制（機械、設備）の整備を進めます。
⚫�出荷量の拡大を目指し、建築物の木造化・木質化を進め地元産木材の活用を拡大するとともに、

製材品及び原木の島外出荷を支援します。
⚫�経営管理制度を活用して私有林（人工林）の適切な経営管理を図るための意向調査等を実施し、

関係者と連携しながら市が主体となって森林整備を進めます。

農地の集積と耕作放棄地の発生防止及び解消施策３

⚫�耕作放棄地の解消と農地集積による経営規模の拡大、作業効率化を図るため、農地中間管理事業
に取り組みます。

輸送コストの低減施策４

⚫�都市部への販路拡大を目指すために、有人国境離島法の輸送コスト支援事業を活用して本土に出
荷される農畜産物の移出及び当該農畜産物の原材料等の移入に係る輸送コストの低減を図りま
す。

総
合
戦
略

１‒

１　
農
林
業
振
興
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト



25

第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒１‒２

生産基盤の維持・整備

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

水田区画整備面積 1,114ha
2023（令和５）年度

1,126ha
2029（令和11）年度

畑地帯区画整備面積 336ha
2023（令和５）年度

364ha
2029（令和11）年度

林道整備延長 132km
2023（令和５）年度

135km
2029（令和11）年度

有害鳥獣による農産物被害額 7,137千円
2023（令和５）年度

7,000千円
2029（令和11）年度

具体的な取組

生産基盤の整備施策１

【農業】
⚫�事業意欲が高い地域を対象に、大型機械の導入が図りやすい大区画の優良農地への整備を推進

するとともに、用水の安定確保や水田の汎用化等を進めます。
⚫�農地及び農道や水路等の既設農業用施設の維持管理及び防災対策等に継続的に取り組みます。

【林業】
⚫�林道開設や林道橋りょう等の維持管理及び防災対策等に継続的に取り組みます。

有害鳥獣対策の強化施策２

【農業】
⚫�イノシシ、シカなどの有害鳥獣の被害が市街地、農用地へ拡大しないよう、拡散防止柵の整備

や捕獲の強化等の対策を行います。また、カラス、タイワンリス等についても、生息域の拡大
抑制及び農作物等への被害防止に努めます。

生産基盤の維持・整備重点事業　１‒１‒２



26

第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒１‒３

地域資源の活用

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

椿優良母樹由来苗木の植栽面積
※2025（令和７）年度以降累計 － 3.6ha

2029（令和11）年度累計

椿の未利用資源の活用促進に向けた産学官連携事業数
※2025（令和７）年度以降累計 － 1件

2029（令和11）年度累計

具体的な取組

椿油増産・販路拡大への取組施策１

⚫�収穫作業の効率化や収穫量の増加を図るため、結実量の多い優良母樹由来の苗木の支給を行いま
す。また、椿油生産量の増加を図るため、椿実搾りかすの有効活用を推進します。

⚫�椿関連事業者との連携を強化し、五島産椿製品の価値を高め、島外にその魅力を発信しながら椿
関連商品の売上げの向上に取り組みます。

加工品開発と地産地消の推進施策２

⚫�高付加価値商品の開発や農産物単価の安定出荷及び規格外野菜を活用するため、加工品開発の取
組を支援します。

⚫�学校給食や公共施設、地元飲食店での地元農産物の積極的な活用を推進するとともに、規格外野
菜の活用に取り組みます。
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

１‒２
水産業振興プロジェクト

　持続可能な水産資源の活用と担い手育成を図りながら、６次産業化や販路拡大によ
り経営活性化を図るプロジェクト

重点事業　１‒２‒１

経営基盤の強化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

新規漁業就業者数（独立型） 5人
2023（令和５）年度

4人
2029（令和11）年度

マグロの出荷量 1,972ｔ
2023（令和５）年度

2,000ｔ
2029（令和11）年度

輸送コスト支援事業の出荷量 8,256ｔ
2023（令和５）年度

9,082ｔ
2029（令和11）年度

具体的な取組

担い手の確保・育成施策１

⚫ ��移住相談会や漁業就業フェア等における情
報発信活動を強化します。

⚫ ��既存漁業者や漁業集落などに対し新規漁業
就業者の受入先の確保を図りつつ、就業形
態に応じた支援制度や技術研修など、就業
希望者のニーズに応じた環境整備を進めま
す。また、地域リーダーとなる中核的漁業
者の育成に努めます。

⚫ ��就業後の定着促進のための研修制度の充実
を図るとともに、経営を圧迫する漁業経費
等に対する支援を行います。

経営基盤の強化重点事業　１‒２‒１
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

経営基盤強化施策２

⚫��燃油高騰に対応するため、国の支援である
漁業経営セーフティーネットへの加入促進
と併せて、市の支援として燃油補助を行い
ます。

⚫��中核的漁業者に対する先駆的漁労機器等の
導入支援を実施します。

⚫��定置網漁業や養殖漁業における観光定置や
餌やり体験等の「海業」の推進を図ります。

新たな栽培漁業と養殖漁業の推進施策３

⚫��栽培漁業を推進するための効果的な取組を
進めます。

⚫��海藻養殖の普及を図るため、磯焼け対策ア
クションプラン等と連携した取組を進めま
す。

輸送コストの低減施策４

⚫��流通システムの効率化による輸送時間の短縮と輸送コストの低減の研究に取り組みます。
⚫�有人国境離島法の輸送コスト支援事業により本土に出荷される水産物の移出及び当該水産物の原

材料等の移入に係る輸送コストの低減を図ります。
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒２‒２

生産基盤の整備

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

漁港整備改良箇所数 1箇所
2023（令和５）年度

1箇所
2029（令和11）年度

藻場の回復面積 21.5ha
2023（令和５）年度

35.0ha
2029（令和11）年度

具体的な取組

漁港漁場の整備施策１

⚫�漁港機能保全計画に基づいた漁港施設の適
正な維持管理に努めます。
⚫�漁港内にある施設を「海業」に活用するな
ど有効利用に努めます。
⚫�大型台風や高潮等に対する安全確保のため
の整備など漁業施設の機能強化に努めま
す。
⚫�漁業者（漁協）の要望に基づき、魚礁及び
増殖場の計画的な整備を行います。

資源回復に向けた取組強化施策２

⚫�ガンガゼ駆除・仕切網や食害魚駆除などの
藻場回復対策を実施します。
⚫�藻場回復及び拡大に取り組む地域リーダー
の育成を行います。

生産基盤の整備重点事業　１‒２‒２



30

第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒２‒３

加工品開発と販売・地産地消の推進

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

新たな加工・販売施設の整備件数
※2019（令和元）年度以降累計

11件
2023（令和５）年度累計

14件
2029（令和11）年度累計

五島〆の匠認定者数
※2016（平成28）年度以降累計

28人
2023（令和５）年度累計

35人
2029（令和11）年度累計

具体的な取組

水産加工品開発と販路拡大施策１

⚫�未利用魚の利用状況や活用ニーズについて情報収集を行い、ニーズに応じた新商品開発の支援を
行います。

⚫�鮮魚の新たな販路開拓を支援します。

ブランド化の推進施策２

⚫�各漁協が推進するブランド魚や「五島〆」などのブランド化と販路拡大を図るため、各種商談会
等での普及活動に取り組みます。

⚫「五島〆の匠」認定者の増加に努めるとともに、五島〆研究会を中心とした民間活動を支援します。

地産地消の推進施策３

⚫�五島の魚のおいしさや魅力の情報発信と体験の場や機会を創出します。
⚫学校給食や公共施設、地元飲食店での地元水産物の積極的な活用を推進します。
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

１‒３
物産・ブランド振興プロジェクト

　物産のブランド化や販売促進、情報発信等の強化により大都市圏などへの販路拡大
を図るプロジェクト

重点事業　１‒３‒１

ブランド化と販売促進の強化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

五島市物産振興協会の売上額 162,968千円
2023（令和５）年度

180,000千円
2029（令和11）年度

前年度と比較して売上高が増加した五島市物産振興
協会会員の割合

58.6％
令和２～５年度平均値

75.0％
2029（令和11）年度

五島フェア開催数　 26回
令和２～５年度平均値

36回
2029（令和11）年度

具体的な取組

ブランド化と販売促進体制の強化施策１

⚫�地域商社機能を持つ五島市物産振興協会との連携を強化し、大都市圏へ販売促進やブランド化に
取り組みます。

⚫�五島市物産振興協会による集荷システムの運用を拡大し、さらなる輸送コストの低減に努めます。
⚫�各種メディアを活用した情報発信、知名度向上に向けた取組を強化します。

新商品・加工品等開発支援施策２

⚫�バイヤー招聘等による農水産品などの地域資源を活用した新商品や加工品開発を支援します。

ブランド化と販売促進の強化重点事業　１‒３‒１
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒３‒２

販路拡大支援

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

市産品新規取引店舗数 69件
2023（令和５）年度

72件
2029（令和11）年度

ふるさと納税返礼品取引額 208,438千円
2023（令和５）年度

250,000千円
2029（令和11）年度

具体的な取組

販路拡大支援施策１

⚫�複数店舗を持つ都市圏の百貨店、スーパー、
ホテル、料飲店でのフェアを促進し販路拡
大を図ります。

⚫�都市圏における食品商談展示会への参加や
百貨店、スーパー等のバイヤー招聘による
商談会の開催、海外販路開拓の支援に取り
組みます。

ふるさと納税等によるプロモーション強化施策２

⚫�ふるさとづくり寄附金（ふるさと納税）を
活用した地場産品の掘り起こしによる販路
拡大と知名度向上に努めます。

⚫�都市部など島外の人々に関心を持ってもら
い、様々な形で地域に関与する関係人口の
拡大を図るため、寄附者の多い首都圏や郷
土人会などでのプロモーション強化に取り
組みます。
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

１‒４
企業誘致・地場産業振興プロジェクト

　既存事業者の経営力強化と企業誘致・起業促進を両輪に、商工業・新産業育成を図
るプロジェクト

重点事業　１‒４‒１

企業誘致と就業支援

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

誘致企業数
※2008（平成20）年度以降累計

6件
2023（令和５）年度累計

9件
2029（令和11）年度累計

誘致企業従業員（正社員）率 54.0％
2023（令和５）年度

57.0％
2029（令和11）年度

求人数に対する正社員の求人割合 41.0％
2023（令和５）年度

44.0％
2029（令和11）年度

高校生新卒者で就職する者の地元就職率 60.0％
2023（令和５）年度

63.0％
2029（令和11）年度

五島市地域づくり事業協同組合の派遣職員数 11人
2023（令和５）年度

15人
2029（令和11）年度

企業誘致と就業支援重点事業　１‒４‒１
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

具体的な取組

企業誘致の促進施策１

⚫�関係機関と連携し、五島市企業立地及び雇
用促進条例に基づく企業誘致を強化しま
す。また、企業誘致制度の見直しに取り組
みます。

⚫�IT 系企業やオフィス業等の誘致促進を図る
ため、情報通信インフラの整備や遊休資産
の有効活用に努めます。

就業支援施策２

⚫�新卒、若者、子育て世代、女性、高齢者、
障がい者、外国人など労働力の掘り起こし
を行い、多様な働き方の環境整備を行いま
す。

⚫�人材の確保及び育成並びに派遣事業の運
用・活用に取り組みます。

⚫�いくつになっても生きがいをもって働ける
よう、シルバー人材センター等の関係機関
と連携し、高齢者の就業環境の充実に努め
ます。

⚫�仕事と学びが共立できるリカレント教育の
環境を整備し、主体的なキャリアアップや
スキルの習得を支援します。
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒４‒２

創業支援・経営力強化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

雇用機会拡充事業における起業・創業・事業承継件数
※2008（平成20）年度以降累計

32件
2023（令和５）年度累計

62件
2029（令和11）年度累計

Ｎぴか企業数
※2016（平成28）年度以降累計

4事業所
2023（令和５）年度累計

7事業所
2029（令和11）年度累計

創業資金融資制度及び中小企業振興資金融資制度の
活用件数

66件
2023（令和５）年度

76件
2029（令和11）年度

具体的な取組

起業・創業支援・事業承継の強化施策１

⚫�長崎県や事業承継・引継ぎ支援センターなどの関係機関と連携し、起業・創業や事業拡大、第二
創業、事業承継等を総合的に支援します。

中小企業の経営改善施策２

⚫�市内中小企業の経営安定と業績拡大を図るため、専門家や長崎県などの関係機関と連携し、人材
確保・人材育成支援、流通体制支援、経営改善、DX 化に対する各種指導などに取り組みます。

創業支援・経営力強化重点事業　１‒４‒２
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒４‒３

先端技術を活用した産業振興

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

技術開発等に関する実証事業誘致件数
※2025（令和７）年度以降累計

1件
2023（令和５）年度

2件
2029（令和11）年度累計

具体的な取組

先端技術導入に向けた基盤づくり施策１

⚫�ドローンや自動運転などの先端技術導入に
向け、国プロジェクト等を活かし、官民連
携による各種の実証実験などを推進し、実
装につなげます。

先端技術等の普及促進施策２

⚫�業務効率化や生産性の向上を目指し、生成
AI やキャッシュレス機器、ロボットなど各
種の先端技術・ICT 技術の普及啓発に向け
たセミナー等の開催や導入に向けた情報発
信などに取り組みます。
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

重点事業　１‒４‒４

再生可能エネルギーの推進

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

再エネ海域利用法に基づく促進区域数
※2010（平成22）年度以降累計

1箇所
2023（令和５）年度累計

2箇所
2029（令和11）年度累計

再生可能エネルギーの実証事業数
※2010（平成22）年度以降累計

1件
2023（令和５）年度累計

2件
2029（令和11）年度累計

再生可能エネルギー関連企業の従業員数 100人
2023（令和５）年度

130人
2029（令和11）年度

具体的な取組

海洋再生可能エネルギーの拡大施策１

⚫�再エネ海域利用法に基づき、洋上風力発電事業の拡大を進めるために、本市周辺の適切な海域を
特定し、利害関係者との調整を行います。

⚫�洋上風力発電事業に際しては、漁業者と海域使用に関する協議を定期的に行うことで、相互理解
を深め、漁業との共存共栄を目指します。

⚫�洋上風力発電事業の運用後も、漁場や海洋生態系への影響を定期的に監視し、漁業活動への影響
がないかを評価します。科学的データを収集し、漁業関係者に情報提供しながら漁業との共存を
図ります。

⚫�EEZ（排他的経済水域）内での洋上風力発電プロジェクトは、国・県と連携し民間投資の誘導に
努めます。

⚫�長崎県や地元企業、大学との共同研究により、浮体式洋上風力発電の技術開発や運用・保守技術
の蓄積を進めます。これにより、メンテナンスや運用に必要な技術者を地元で育成し、雇用を創
出します。

⚫�潮流発電の実用化を目指し、国・県と連携しつつ民間投資の誘導に努めます。

再生可能エネルギーの推進重点事業　１‒４‒４
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第２章　総合戦略／基本目標１　雇用を生み出し、稼ぐ“しま”をつくる

再生可能エネルギーを活用した地域振興施策２

⚫�洋上風力発電や潮流発電による再生可能エネルギーを活用し、環境価値を適切にマネジメントし
ながら地産地消のエネルギー利用を促進し、地域経済や雇用創出につながる仕組みを構築するこ
とで、地域全体が持続可能な形で利益を享受できる社会を目指します。

⚫�実際に使われている洋上風力発電施設を利用したメンテナンス人材育成プログラムを構築し、国
内外の技術者を対象に最新技術のトレーニングや研究を進め、技術者の定着と地域産業の発展を
目指します。

⚫�海洋再生可能エネルギー施設の見学ツアーや人材育成プログラムを通じて観光客や技術者を本市
に誘致し、再生可能エネルギーをテーマとしたエコツーリズムによる交流人口の拡大を目指しま
す。
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

２‒１
観光による交流拡大プロジェクト

　高付加価値な観光地域づくりと戦略的誘致・プロモーションにより、国内外の観光
客の誘客強化を図るプロジェクト

重点事業　2‒１‒１

高付加価値な観光地域づくり

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

来訪者の満足度 96.0％
2023（令和５）年度

97.0％
2029（令和11）年度

平均宿泊日数 1.59泊
2023（令和５）年

1.65泊
2029（令和11）年

観光客リピート率 12.8％
2023（令和５）年度

20.0％
2029（令和11）年度

教育旅行受入人数 1，812人
2023（令和５）年

5,300人
2029（令和11）年

具体的な取組

高付加価値な旅の創造施策１

⚫�世界文化遺産・日本遺産・日本ジオパークなどの自然文化資産、再生可能エネルギーやゴルフ・
釣り・食・酒など五島ならではの観光資源を磨き上げ、魅力的な旅行商品として観光客に提供し
ます。

第二のふるさと五島の創造施策２

⚫�本市を単なる旅先としてだけではなく、第二のふるさととして愛着と親しみをもって訪れていた
だけるよう、長期滞在を促すコンテンツの造成から、民泊・教育旅行の受入強化、ワーケーショ
ンなどロングステイの受入環境づくりを進めます。

高付加価値な観光地域づくり重点事業　2‒１‒１
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

重点事業　2‒１‒２

国内外に向けた戦略的誘致・プロモーション

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

観光入込客数 210,067人
2023（令和５）年

250,000人
2029（令和11）年

延べ宿泊数 227,228泊
2023（令和５）年

288,750泊
2029（令和11）年

宿泊客実数 143,236人
2023（令和５）年

175,000人
2029（令和11）年

日帰り客数 66,831人
2023（令和５）年

75,000人
2029（令和11）年

観光ホームページユーザ－数 603,768人
2023（令和５）年度

665,000人
2029（令和11）年度

具体的な取組

事業者向け国内外誘致・営業活動施策１

⚫�長崎県などの関係自治体や市内外の観光事業者等と連携を図りつつ、国内外の旅行会社やメディ
ア、交通事業者などに向けた誘致・営業活動を展開します。また、各種会議や企業研修などの
MICE 誘致を推進します。

デジタルを中心とした個人向けプロモーション施策２

⚫�本市観光ポータルサイト「五島の島たび」の内容充実に取り組むほか、テレビ、映画、ネット配信、
雑誌などの多様なメディアと連携した情報発信を強化します。

映画・ドラマ誘致とタイアッププロモーション施策３

⚫�本市を舞台とした映画・ドラマ
の放映による認知度向上やブ
ランディングを推進するため、
フィルムコミッションと連携し
た映画・ドラマの誘致・営業活
動を行います。

高付加価値な観光地域づくり重点事業　2‒１‒１
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

重点事業　2‒１‒３

インバウンド対策の推進

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

外国人宿泊客実数 1,516人
2023（令和５）年

2,500人
2029（令和11）年

外国人延宿泊客数 3,535泊
2023（令和５）年

6,000泊
2029（令和11）年

具体的な取組

外国人観光客向け旅行商品の造成施策１

⚫�長崎市や福岡県などと連携した広域周遊ルート・コンテンツの造成を図るとともに、外国人の志
向性に合わせ、しまの魅力を活かした体験コンテンツを造成します。

インバウンド受入環境整備施策２

⚫�外国人観光客がストレスフリーで本市の滞在を楽しんでもらえるよう、キャッシュレスやコミュ
ニケーションツールの導入促進のほか、観光案内表示の多言語化やガイド体制の強化を図ります。

インバウンド対策の推進重点事業　2‒１‒３
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

重点事業　2‒１‒４

持続可能な観光基盤づくり

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

観光ガイド登録者数 43人
2023（令和５）年度

50人
2029（令和11）年度

観光施策の市民満足度 50.8％
2023（令和５）年度

55.0％
2029（令和11）年度

具体的な取組

事業承継の推進とガイドなどの観光人材確保・育成施策１

⚫�観光協会や商工会議所などの関係機関と連携し、来訪者に対し様々なサービスを提供する基盤と
なる宿泊所や飲食店、土産店の事業承継を推進します。

⚫�持続可能なガイドサービスを提供するための人材確保・育成、体制の再整備を推進します。

持続可能な観光地域づくり推進体制の構築施策２

⚫�本市の観光資源に対する市民の愛着をより深め、自信と誇りをもって島外の人に推奨するために、
各種講座の実施や庁内の関係機関の連携強化など、持続可能な観光地域づくりの推進体制の強化
を図ります。

⚫�世界文化遺産、日本遺産、日本ジオパークに登録・認定された地域資源を保護・保全し、観光資
源として活用していきます。

インバウンド対策の推進重点事業　2‒１‒３
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

２‒２
UIターン促進・関係人口拡大プロジェクト

　ワンストップ窓口による情報発信・受入体制の強化と住まい・仕事の確保などによ
る UI ターン促進を図るプロジェクト

重点事業　2‒２‒１

受入体制の整備

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

移住相談件数 598件
2023（令和５）年度

650件
2029（令和11）年度

空き家バンクの成約軒数 55軒
2023（令和５）年度

55軒
2029（令和11）年度

移住者の５年間定着率 81.6％
2023（令和５）年度

82.0％
2029（令和11）年度

具体的な取組

ワンストップ窓口の機能強化施策１

⚫�移住検討者からの相談対応やきめ細かなサービス提供をするワンストップ窓口の機能強化を図り
ます。移住検討者の相談には、対面及びオンライン、電話、メール、SNS 等様々な手段を使っ
て対応します。

受入住宅等の整備施策２

⚫�空き家バンク制度を活用し、良質な物件の発掘に取り組むとともに、情報発信やマッチング等を
行います。また、補助制度を活用し空き家の改修や家財処分を支援します。

移住生活フォローアップ体制の強化施策３

⚫�移住者が希望の職につけるよう、関係機関と連携した情報提供やマッチングなど就業支援を行い
ます。また、移住者が地域に馴染めるよう、関係機関や関連団体と連携して情報提供を行います。

受入体制の整備重点事業　2‒２‒１
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

重点事業　2‒２‒２

情報発信・プロモーションの推進

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

40歳未満のUIターン者数 173人
2023（令和５）年度

195人
2029（令和11）年度

具体的な取組

情報発信強化とマッチング機会の創設施策１

⚫�移住検討者に対し、本市の企業や人とつながるためのきっかけを作ります。
⚫�ホームページ等の各種メディアを活用した移住情報発信を強化します。
⚫�子育て世代に向けた子育て支援情報の発信に注力します。
⚫�大都市圏における合同移住・定住相談会やセミナーなどへの参加を通じた情報発信、需要と供給

の結びつけを図ります。
⚫�郷土人会などの本市縁の団体・個人との情報交換やネットワーク強化に向けた取組を推進します。

受入体制の整備重点事業　2‒２‒１
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

重点事業　2‒２‒３

関係人口の拡大

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

ふるさと納税の寄付件数 26,049件
2023（令和５）年度

41,948件
2029（令和11）年度

デジタルノマド来島者数 － 50人
2029（令和11）年度

具体的な取組

関係人口拡大への取組施策１

⚫�ふるさと納税を有効活用した関係人口拡大を目指し、本市の特産品や地域資源を活用した返礼品
の充実や情報発信の強化を図ります。

⚫�関係人口拡大のため、ノマドワークやワーケーションの民間主体での受入体制を構築し、本市が
適地であると、ノマドワーカーや都市部のビジネスマン、企業への PR を実施します。

関係人口の拡大重点事業　2‒２‒３
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２‒３
スポーツを通じた交流人口拡大プロジェクト

　子ども達や実業団などのスポーツ合宿の誘致による交流人口の拡大と経済活性化を
図るプロジェクト

重点事業　2‒３‒１

誘致活動の強化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

スポーツ合宿の延べ団体数 61団体
2023（令和５）年度

100団体
2029（令和11）年度

スポーツ合宿延べ宿泊数 2,946人
2023（令和５）年度

4,500人
2029（令和11）年度

具体的な取組

受入体制の充実と誘致活動の強化施策１

⚫�合宿実施団体に対するサポートを充実させ、合宿の定着化や団体間のつながりによる新規の誘致
を図ります。

⚫�これまでの誘致実績を踏まえた、より効果的な営業活動（新規、継続）を展開します。

合宿団体等への各種支援施策２

⚫�スポーツ活動団体の合宿に伴う交通費や宿泊費に対する支援を行います。
⚫�関係機関と一体となり、選手等が練習に集中できる環境づくりに努めます。

関係人口の拡大重点事業　2‒２‒３
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第２章　総合戦略／基本目標２　世界中から訪れる、癒やしの“しま”をつくる

重点事業　2‒３‒２

スポーツ施設等の充実

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

スポーツ施設利用者数 927人／日
2023（令和５）年度

983人／日
2029（令和11）年度

具体的な取組

スポーツ施設等の充実施策１

⚫�市民やスポーツ活動団体等が効果的な練習や合宿に取り組めるよう、既存スポーツ施設の改修や
設備の更新等を行います。

スポーツ施設等の充実重点事業　2‒３‒２
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重点事業　2‒３‒３

スポーツを通じた地域振興

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

スポーツ集客イベントへの参加者数
※下段括弧書きは、市外からの参加者数

3,628人
（2,491人）

2023（令和５）年度

4,071人
（3,161人）

2029（令和11）年度

具体的な取組

スポーツイベントの開催施策１

⚫�五島長崎国際トライアスロン大会、五島列島夕やけマラソン、五島つばきマラソンなどのスポー
ツ交流イベントを継続して開催します。

⚫�スポーツ協会加盟競技団体と連携し、県大会の誘致を推進します。

スポーツ施設等の充実重点事業　2‒３‒２

総
合
戦
略

２‒

３　
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
交
流
人
口
拡
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト



49
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３‒１
地域コミュニティの維持・
活性化プロジェクト

　地域コミュニティを維持しながら地域住民と行政が協働して地域活性化を図るプロ
ジェクト

重点事業　3‒１‒１

地域コミュニティの維持・活性化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

地域課題解決に向けた新たな取組
※2025（令和７）年度以降累計 － 32件

2029（令和11）年度累計

地域おこし協力隊の退任後５年間定住率 53.8％
2023（令和５）年度

60.0％
2029（令和11）年度

地域課題解消に向けた大学及び企業との連携事業数 23事業
2023（令和５）年度

30事業
2029（令和11）年度

五島日本語学校留学生数 89人
2024（令和６）年４月現在

100人
2029（令和11）年度

具体的な取組

協働のまちづくりの推進施策１

⚫�地域に住む方が幸せで元気に暮らし続けられる地域づくりのために、高齢者の買物や移動支援、
子育て支援など、地域の状況に沿った支援を、地域住民と行政等が協働して取り組みます。

⚫�各地区で組織しているまちづくり協議会が中心となり、多様な世代が地域の将来を考え、地域活
性化に資する活動や地域課題を解決する取組を行っていきます。

地域コミュニティの維持・活性化重点事業　3‒１‒１
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多様な人材等と連携した地域活性化の推進施策２

⚫�地域が抱える課題等の解決に向け、専門的知識、技術、経験等を有する地域おこし協力隊をはじめ、
島内外の多様な人材（関係人口等）を活用した地域活性化の推進を図ります。

⚫�大学や企業と連携し地域課題解決に取り組みます。
⚫�まちづくり協議会をはじめとする地域づくり活動を行う団体との連携や活動の支援、人材育成を

行います。
⚫�すべての市民がその個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を目指します。
⚫�五島日本語学校の円滑な運営を支援するとともに、外国人が暮らしやすいまちづくりを展開する

ため、公共施設における多言語対応や相談体制の充実を図るとともに、日本語を学習する環境整
備や市民との交流機会の拡大などに努めます。また、本市内での就職を促進するための体制整備
に取り組みます。

地域コミュニティの維持・活性化重点事業　3‒１‒１
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３‒２
健康で長生きできる環境づくり

プロジェクト
　持続可能な医療・介護サービスの提供と、「地域包括ケアシステム」の実現により
地域が一体となって健康で長生きできるしまづくりを推進するプロジェクト

重点事業　3‒２‒１

持続可能な医療・介護サービスの提供

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

巡回診療車両によるオンライン診療件数 226件
2023（令和５）年度

360件
2029（令和11）年度

調剤情報システム市民加入者割合 38.6％
2023（令和５）年度

40.0％
2029（令和11）年度

医師数の人口１万人対率 23.70人
2023（令和５）年

23.97人
2029（令和11）年

看護師数の人口１万人対率 114.2人
2023（令和５）年

137.6人
2029（令和11）年

具体的な取組

持続可能な医療サービスの提供施策１

⚫�⾼齢化や公共交通の不便な地域において、通院
中断による基礎疾患の重篤化の防⽌や移動負担
の軽減を図るため、医療機器を搭載した巡回診
療車両によるオンライン診療（モバイルクリ
ニック）の取組を推進します。

⚫�長崎大学や長崎県と連携し、離島・へき地にお
ける健康、疾病に関する疫学的調査・研究を行
うとともに、地域医療の人材育成に取り組みま
す。

⚫�市民が安心して良質な医療を受けることができ
るよう、医療施設や医療機器の整備を促進し、
質の高い医療提供体制や救急医療体制の充実を図ります。

持続可能な医療・介護サービスの提供重点事業　3‒２‒１
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在宅医療・介護ネットワークの構築施策２

⚫�在宅医療の推進を目指し、在宅医療を担う
医師や訪問看護従事者で構成する在宅医療
連絡会において、多職種間連携強化や課題
対応に努めます。

⚫�在宅医療・在宅介護に関する情報発信や各
種健康教室等の開催を図ります。

医療・介護従事者の確保施策３

⚫�長崎県及び関係機関と連携し、医師、看護師などの医療従事者や介護職員の確保に努めます。
⚫�介護サービスを提供するため、外国人などの人材確保に努めるとともに、離職した人材の復職支

援にも取り組むほか、多職種連携の強化を推進し、地域包括ケアシステムの構築・充実に向けた
体制づくりに取り組みます。

医療・介護DXの普及・推進施策４

⚫�国のプロジェクト等を活用し、オンライン
診療の推進や電子処方箋の導入整備に取り
組み、医療 DX の普及促進を図ります。

⚫�介護従事者の身体的負担の軽減や事務の効
率化を推進するため、介護ロボットや先端
機器等の導入推進を図ります。

持続可能な医療・介護サービスの提供重点事業　3‒２‒１
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第２章　総合戦略／基本目標３　安全・安心な、魅力ある“しま”をつくる

重点事業　3‒２‒２

健康で長生きできるしまづくり

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

重層的支援体制整備事業訪問支援件数 － 200件
2029（令和11）年度

認知症サポーター養成講座受講者数
※2008（平成20）年度以降累計

5,076人
2023（令和５）年度累計

6,080人
2029（令和11）年度累計

認知症カフェ参加者数 189人
2023（令和５）年度

200人
2029（令和11）年度

地域ミニデイの設置件数 42件
2023（令和５）年度

40件
2029（令和11）年度

地域ミニデイ住民ボランティア登録者数 199人
2023（令和５）年度

180人
2029（令和11）年度

要介護認定率 19.5％
2023（令和５）年度

20.0％
2029（令和11）年度

高齢者の見守り機器設置数 41箇所
2023（令和５）年度

50箇所
2029（令和11）年度

特定健診の受診率 35.3％
2023（令和５）年度

55.5％
2029（令和11）年度

がん検診受診率 13.9％
2023（令和５）年度

19.0％
2029（令和11）年度

Ⅱ度高血圧の者の割合 6.9％
2023（令和５）年度

6.6％
2029（令和11）年度

重症化予防事業からの医療機関受診率 57.7％
2023（令和５）年度

60.0％
2029（令和11）年度

大腸がんの要精密検査受診率 81.4％
2022（令和４）年度

90.0％
2029（令和11）年度

具体的な取組

相談支援の提供体制の充実施策１

⚫�高齢者、障がい者、こども、生活困窮などに関する様々な悩みに対してワンストップで相談を受
ける「相談支援」、社会とのつながりを作る「参加支援」、世代や属性を超えて交流する「地域づ
くりに向けた支援」を行い、地域共生社会を目指します。

⚫�ひきこもり状態にある方やその家族等からの相談に対し、個々の当事者の状況に応じた伴走型の
支援を行います。自立相談支援機関や就労支援機関と連携し、地域や社会との関係回復を支援し
ます。

健康で長生きできるしまづくり重点事業　3‒２‒２
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認知症施策の推進施策２

⚫�認知症への理解を深めるため、認知症サポーター養成講座を、小学生、中学生、高校生、一般及
び企業を対象として開催し、サポーター数の増加に努めます。

⚫�認知症の方の不安を軽減するために、また介護者のストレスに寄り添えるように「認知症カフェ」
の普及啓発に努めます。

⚫�相談窓口に出向くことができない方への支援に努めます。

見守り体制など地域福祉の充実施策３

⚫�まちづくり協議会や町内会、民生委員、民間企業、関係機関が連携した見守りネットワークの構
築に取り組みます。また、緊急通報システムをはじめ、ICT・IoT 機器を活用した見守り推進に
努めます。

⚫�高齢者が公民館などの身近な場所に集まり、仲間との交流や健康づくりを通して、いきいきと生
活することを目的に地域ミニデイの活動を推進します。推進にあたっては、各ミニデイボランティ
アとともに新たな担い手の確保に努めます。

⚫�高齢者が住み慣れた地域で元気に暮らし続けられるよう住民主体の活動（集いの場や生活支援
サービス）をはじめとした多様な資源の充実に努めます。

健康づくりの推進施策４

⚫�健康寿命・平均寿命の延伸を目的に、第３次五島市健康増進計画（2024 ～ 2035）に基づき、
特定健診・がん検診の受診率向上及び生活習慣病の重症化予防に重点的に取り組みます。

⚫�生涯にわたる歯・口腔の健康が社会生活の質の向上や全身の健康づくりに果たす役割の重要性か
ら、歯・口腔の健康づくりの取組を強化し、歯周病予防、歯科疾患予防に努めます。

健康で長生きできるしまづくり重点事業　3‒２‒２
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重点事業　3‒２‒３

障がい者の自立支援

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

相談支援対応件数（基幹相談支援センター） 1,333件
2023（令和５）年度

1,600件
2029（令和11）年度

具体的な取組

相談支援の提供体制の充実施策１

⚫�市基幹相談支援センターへ専門職員を配置し、障がいのあ
る方やその家族からの相談に応じる体制を強化します。さ
らに、地域の相談支援専門員の人材育成や福祉サービス等
の社会的基盤の実情を的確に把握し、必要な施策を実施し
ます。

⚫�障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据え、関係
機関等の協力体制、支援体制の充実強化に努めます。

⚫�就労を希望する者に対しては、適切な関係機関につなぎま
す。

障がい者の自立支援重点事業　3‒２‒３
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３‒３
インフラ整備プロジェクト

　地域公共交通の再編・再生による利便性の向上と道路や公共施設などの公共インフ
ラの整備・再編を図るプロジェクト

重点事業　3‒３‒１

公共交通機関の維持・活性化

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

航路利用者数（基幹航路） 468,108人
2023（令和５）年度

501,000人
2029（令和11）年度

航路利用者数（二次離島航路） 176,608人
2023（令和５）年度

175,000人
2029（令和11）年度

空路利用者数 173,110人
2023（令和５）年度

191,000人
2029（令和11）年度

陸上交通機関（路線バス、乗合タクシー）利用者数 334,546人
2023（令和５）年度

314,000人
2029（令和11）年度

具体的な取組

航路の維持・活性化施策１

⚫�航路、陸路、空路間の相互ネットワークによる接続強化を図り利便性の向上及び既存航路の維持・
拡充に努めます。

障がい者の自立支援重点事業　3‒２‒３
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空路の維持・活性化施策２

⚫�来島（帰島）時の乗り継ぎの利便性の向上、
乗り継ぎ割引制度の拡大、機体の大型化な
どを要望します。

⚫�航空機の安全・安定運行の確保、就航率向
上に向けた空港の機能強化について、国・
県及び航空事業者に要望します。

⚫�安全な離島航空路線を維持するために航空
事業者へ機体の検査・整備に係る費用に補
助を行います。

⚫�長距離便等の運航を目指して、給油施設、
ビジネスジェット格納施設及び臨時 CIQ 等
の整備について継続的に検討します。

陸上公共交通機関の維持・活性化施策３

⚫�路線バスの効率化に取り組むとともに、交通不便地区における持続可能な新交通システム（乗合
タクシー、チョイソコ）の運用に努めます。

⚫�市民の移動手段を確保するために、バス路線等の維持支援を行います。
⚫�高齢者等の交通弱者が安心して生活・移動できる環境整備を図ります。
⚫�ライドシェアなどの新たな移動手段の導入に向け、交通事業者と関係機関が連携したあり方検討

に継続的に取り組みます。

利用促進と運賃低廉化の推進施策４

⚫�市民及び観光客（外国人含む。）の利用促進を図るため、公共交通に関する情報発信強化に努め
ます。

⚫�有人国境離島法を活用した運賃低廉化について、帰省客などが利用できるよう、適用範囲の拡大
について国・県への要望を行います。

公共交通機関の維持・活性化重点事業　3‒３‒１
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重点事業　3‒３‒２

社会生活基盤の整備

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

公共土木施設維持保全対応率 83.4％
2023（令和５）年度

85.0％
2029（令和11）年度

橋りょうの補修実施件数（橋りょう修繕計画）
※2013（平成25）年度以降累計

73件
2023（令和５）年度累計

80件
2029（令和11）年度累計

汚水処理人口普及率 49.8％
2023（令和５）年度

61.9％
2029（令和11）年度

消防職員による防火・救急等に関する相談のための
訪問件数

274件
令和１～５年度平均

300件
2029（令和11）年度

廃校の貸付件数 48件
2023（令和５）年度

60件
2029（令和11）年度

具体的な取組

社会生活基盤の計画的な整備・維持管理施策１

⚫�社会生活の基盤である道路・橋りょう、河川・排水施設、水道、公園、公営住宅、廃棄物処理、港湾、
防災・消防施設などの計画的な整備・維持管理、長寿命化に取り組みます。

⚫�生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合併浄化槽の普及促進を図り、汚水処理
人口普及率を向上させます。

⚫�海ごみを撤去し美しい海岸景観を保持するなど環境保全のための取組を行います。
⚫�防災対策の一層の充実・強化を図るため、自助・共助・公助の役割・体制を強化し、災害に強い

基盤整備に取り組むとともに、防災情報発信の強化や高齢者など災害弱者に向けた啓発活動・支
援体制の強化に努めます。また、交通安全施設の整備や高齢者向けの交通安全教室などソフト対
策の充実を図ります。

自衛隊等の誘致施策２

⚫�自衛隊活動（訓練や催事）への協力と、新たな部隊の配備計画が持ち上がった際の誘致について
検討を進めます。

廃校等の遊休資産の有効活用施策３

⚫�官民連携による廃校などの遊休資産の有効活用を推進します。

公共交通機関の維持・活性化重点事業　3‒３‒１
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第２章　総合戦略／基本目標３　安全・安心な、魅力ある“しま”をつくる

３‒４
ゼロカーボンシティプロジェクト

　2050 年までに温室効果ガスの排出量ゼロを目指し、再生可能エネルギー電力の拡
大や電気自動車の普及など官民一体となった取組を進めるプロジェクト

重点事業　3‒４‒１

ゼロカーボンシティに向けた取組

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

電力供給の再生可能エネルギー電力への切り替え ２.0％
2022（令和４）年度

90.0％
2029（令和11）年度

自家消費型太陽光発電・蓄電池の導入 ０件
2022（令和４）年度

610件
2029（令和11）年度

具体的な取組

再生可能エネルギー電力の拡大施策１

⚫�再生可能エネルギー電力の地産地消率の向上のため、再生可能エネルギー電力を供給する小売電
気事業者等と連携し、啓発活動に取り組みます。

⚫�本市内に FIT 制度を利用した発電所を所有する発電事業者に対し、再生可能エネルギー電力を供
給する小売電気事業者等へ特定卸供給による地産電力の供給を行うよう働きかけます。

⚫�FIT 制度による買取りが終了した発電事業者に対しては、それら発電所から発電された電力を、
再生可能エネルギー電力を供給する小売電気事業者等が活用できる仕組みの構築を支援します。

ゼロカーボンシティに向けた取組重点事業　3‒４‒１
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電力の自家消費・レジリエンス強化施策２

⚫�公共施設を中心に自家消費型太陽光発電設備の設置を促進します。また、避難所などには蓄電池
を併設し、災害への対応力を強化します。

⚫�避難所、医療施設、介護施設など市民にとって重要な施設、宿泊施設や観光施設など島外からの
観光客を受け入れる施設を中心に、自家消費型太陽光発電・蓄電池の導入を促す施策を行います。

省エネ・オール電化推進施策３

⚫省エネ機器の導入やオール電化の置き換えを促します。
⚫�EMS を用いて、本市内で発電された電力を本市内での活用する地産地消比率を高めるための電

力メニューなどを地域電力会社等と協力して創設します。その上で、市民の行動変容を促します。

電気自動車の普及施策４

⚫�電気自動車（EV）への転換を促すために既存の急速充電インフラの見直しを行います。
⚫�電気自動車で使用する電力の再生可能エネルギー利用率向上のために、再生可能エネルギー電力

を供給する小売電気事業者と連携し、啓発活動に取り組みます。
⚫�車両購入補助金などの情報提供を行うとともに、申請者への助言を行うなどの支援を行います。

建物の脱炭素化推進施策５

⚫�ZEH 設計・施工業者の養成に協力していきます。
⚫�ZEH・ZEB を目指す物件の施主・設計・施工業者へ補助金などの情報提供を行うとともに、申

請者への助言を行うなどの支援を行います。
※ZEH：�「ネット・ゼロ・エネルギーハウス」の略称です。ZEHは、建物が一年間を通じて必要なエネルギーを自己生成し、

使用するエネルギーと同じまたはそれ以下の量のエネルギーを網羅的に供給する住宅のことを指します。
　ZEB：�Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環

境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことです。

市民の理解増進施策６

⚫�市民・事業者などの多様な主体が担い手となり、連携して環境に関わる普及啓発や環境学習の機
会の提供などを行うとともに、幅広いステークホルダーが協働して具体的な環境対策に向けた活
動を推進します。

⚫�太陽光発電の導入、高性能省エネ機器の導入、オール電化への置き換え、EMS の導入による再
生可能エネルギーの最大限利用、EV 導入などの取組に対する出前講座や各種イベントを実施し
ます。

⚫スマートフォンと連動した EMS の積極活用等を通じて行動変容を促す取組を進めます。

ゼロカーボンシティに向けた取組重点事業　3‒４‒１
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第２章　総合戦略／基本目標４　人を育て、輝く、学びの“しま”をつくる

４‒１
結婚・出産・子育て支援プロジェクト

　結婚から出産・子育てまでの切れ目ない支援により、結婚と出生数の増加を図るプ
ロジェクト

重点事業　4‒１‒１

出会い・結婚支援

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

出会い・交流イベント参加者数 69人
2023（令和５）年度

120人
2029（令和11）年度

結婚支援センターによるカップリング数 36組
2023（令和５）年度

60組
2029（令和11）年度

婚姻数 74組
2023（令和５）年度

75組
2029（令和11）年度

具体的な取組

結婚を望む若者への支援施策１

⚫�若者のニーズに応じた気軽な出会い・交流
の場（イベント）の開催や、スキルアップ
セミナーをはじめとする各種婚活セミナー
等を通して、出会いから結婚へ円滑に進む
よう支援します。

⚫�五島市結婚支援センターを中心に、長崎県
婚活サポートセンターと連携しながら、異
性紹介や不安・悩み相談など、結婚を望む
独身者にとってより良い後押しとなるよう
支援します。

⚫�新婚生活を始める若者へ、引っ越し費用や
家賃の助成などを行い、経済的負担の軽減
を図ります。

出会い・結婚支援重点事業　4‒１‒１
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重点事業　4‒１‒２

出産・子育て支援

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

合計特殊出生率 1.93％
2021（令和３）年

1.97％
2029（令和11）年度

就労支援ツアー参加者のうち市内保育施設へ就労し
た保育士の数 － 3人

2029（令和11）年度

つなぐBANKを支援する企業、団体数 ４企業・団体
2023（令和５）年度

10企業・団体
2029（令和11）年度

放課後児童クラブのクラス数 11クラス
2023（令和５）年度

11クラス
2029（令和11）年度

子育て支援満足度 － 80.0％
2029（令和11）年度

具体的な取組

妊娠期からの切れ目ない支援施策１

⚫�すべての子育て世帯を対象に保健師、助産師による専門家をはじめ、医療、保育、学校などあら
ゆる機関と連携しながら、安心して子育てができるよう、包括的な支援を行います。

⚫�妊婦、乳幼児に対する各種健康診査やこども相談、産後ケアなど様々な機会を通して、母子の健
康管理、心身のケア、子どもの発達などきめ細やかな伴走支援を行います。

⚫�妊娠を望んでも、なかなか子どもを授かることが難しい夫婦へは、安心して不妊治療ができるよ
う不妊治療にかかる経費の助成を行います。

⚫�妊産婦・パートナー歯科健診の受診勧奨や赤ちゃんのお世話が学べるプレパパサロンなど、男性
の家事、育児参画が進むよう取組を進めます。

⚫�母子手帳のデジタル化をはじめ、マイナ保険証を活用した各種申請手続きなど母子保健 DX 化を
進めます。

⚫�医療費助成の現物給付方式を拡大し、子育て家庭の経済的、時間的負担の軽減を図ります。

幼児期の教育・保育の充実施策２

⚫�保育人材の確保に向けた取組を強化し、保育施設等の受け皿の確保を図ります。
⚫�保育園、こども園の円滑な運営、業務負担軽減に向け、登降園管理など ICT 化を推進します。
⚫�保育所などの増設や老朽化した施設の改修による保育環境整備を支援します。
⚫�雨の日でも遊べる全天候型の子どもの遊び場を整備し、子どもの豊かな育ち、学び、体験につな

がるような遊び場づくりを進めます。

出会い・結婚支援重点事業　4‒１‒１
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第２章　総合戦略／基本目標４　人を育て、輝く、学びの“しま”をつくる

貧困対策、ひとり親支援、児童虐待防止施策３

⚫�低所得のひとり親世帯等を対象にしたつなぐ BANK 事業（食品、日用品の無償配布、学習支援、
相談支援）に取り組み、地域の企業・団体の協力を得ながら、子どもの貧困の解消に取り組みます。

⚫児童相談所、警察、学校、保育所など関係機関と連携し、児童虐待の早期発見、未然防止に努めます。
⚫�児童手当や児童扶養手当などの各種手当の支給のほか、必要な資金の貸付等の支援を行うととも

に、生活困窮世帯等に対して、学用品等の就学援助などの経済的な支援を行います。

仕事と子育ての両立支援施策４

⚫�子育てと仕事が両立できる環境づくりを目指し、保育園や認定こども園等への運営支援を行うと
ともに、放課後児童クラブなど地域における保育体制の整備・充実を図ります。

⚫�多様化する保育ニーズに対応するため、延長保育や一時預かり、病児保育、休日保育など各種保
育サービスの充実と保育の質の向上に努めます。

⚫�子育て世帯への支援として、保育園等の保育料を国の基準よりも低い額に設定し、副食費を助成
するほか、多子世帯に係る保育料の負担軽減を実施します。

⚫�子育て世帯の交流場所や子育てに関する相談機関として地域子育て支援センターを設置するほ
か、ファミリーサポートセンターによる相互援助活動の実施など地域の子育て機能の強化を図り
ます。

⚫�男女ともが子育てと仕事を両立できる環境づくりを目指し、育児休業取得の促進に取り組みます。

出産・子育て支援重点事業　4‒１‒２
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４‒２
教育のしまづくりプロジェクト

　関係機関と連携した多様な教育カリキュラムによる五島の活性化に貢献できる人材
や確かな学力と豊かな心を併せ持つグローバル人材の育成を図るプロジェクト

重点事業　4‒２‒１

郷土愛を育み学びの質を高めるための環境整備

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

ふるさと活性化貢献支援事業指定校数 8校
2023（令和５）年度

10校
2029（令和11）年度

不登校児童生徒の割合 3.9％
2023（令和５）年度

3.0％
2029（令和11）年度

教員一人当たりのICT機器活用頻度 19.2回／週
2023（令和５）年度

23.0回／週
2029（令和11）年度

全国学力調査の国語における本市と全国の正答率の
比較※１

92.7
2023（令和５）年度

100.0
2029（令和11）年度

全国学力調査の算数・数学科における本市と全国の
正答率の比較※１

88.1
2023（令和５）年度

100.0
2029（令和11）年度

長寿命化計画に基づき改修工事を実施した学校数 4校
令和２～５年度累計

5校
令和７～11年度累計

※１　全国平均正答率を100としたときの本市の平均正答率

具体的な取組

郷土愛を醸成する人材育成の取組施策１

⚫�子どもが、自らふるさと五島の課題をとらえ、主体的に解決・改善を目指すふるさと教育を推進
します。

⚫�文化財の適切な保存管理を行うとともに、郷土文化の継承や人材育成等を目的とした多様な活用
を図ります。

出産・子育て支援重点事業　4‒１‒２
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個に応じた支援体制づくり施策２

⚫�就学児童支援やひきこもり・不登校児童生徒に対して、教育支援体制の充実を図ります。
⚫�特別支援教育について、教職員の資質向上を図るため、指導主事や指導教諭が各学校を訪問して、

児童生徒への指導の内容や方法に関する指導・助言を実施します。
⚫�「学力の向上」を目指して実態を把握し、授業改善に努めます。

ICT 教育の推進（わかる授業の推進）施策３

⚫�デジタル教材を活用し、わかる授業づくりに活かします。
⚫�ICT 教育推進員のサポートにより、ICT 機器やデジタル教材のさらなる利活用を進めます。

学校教育環境の充実施策４

⚫�安全・安心の教育環境を整備するため、老朽化した施設・設備の計画的な更新を行います。
⚫�子ども達の学びの質を高めるために、複式学級の解消について検討・協議を進めます。
⚫�スクールバスの適切な運行など、通学環境の整備・充実に努めます。
⚫�部活動の地域移行を図るため、地域クラブ活動のモデルを構築し実証を進めます。

郷土愛を育み学びの質を高めるための環境整備重点事業　4‒２‒１
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重点事業　4‒２‒２

グローバル人材育成

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

英語を使うことは楽しい
（市内全小学６年生対象意識調査）

82.0％
2024（令和５）年度

85.0％
2029（令和11）年度

CEFR（外国語のコミュニケーション能力指標）の
A1レベル以上の生徒数率

61.0％
2024（令和５）年度

62.0％
2029（令和11）年度

イングリッシュキャンプ参加後の意識調査（英語学
習へのさらなる意欲が高まったか等）

100.0％
2024（令和５）年度

100.0％
2029（令和11）年度

具体的な取組

プロジェクトＧの推進施策１

⚫�小学１年生からの英語学習を継続するとともに、ALT を活用した学びづくりの中で、コミュニケー
ション力の向上を目指します。

⚫�英語の外部試験の結果を学校全体で共有し、「聞く」「読む」「話す」「書く」の４技能をバランス
よく育成します。

⚫�毎年夏と秋に開催するイングリッシュキャンプにおいて、様々な国の外国人との交流の場をつく
り、実践的に英語を使う機会の充実を図ります。

中学生国外体験学習事業施策２

⚫�洋上風車夢基金を活用し、市内の中学生が
国外の状況を自分の目や耳で感じ体験する
ことを通してキャリア教育を行うととも
に、グローバル人材の育成を推進します。

郷土愛を育み学びの質を高めるための環境整備重点事業　4‒２‒１
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第２章　総合戦略／基本目標４　人を育て、輝く、学びの“しま”をつくる

重点事業　4‒２‒３

しま留学・離島留学制度の推進

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

しま留学受入事業 12人
2023（令和５）年度

10人
2029（令和11）年度

離島留学生の下宿先受入可能人数 57人
2023（令和５）年度

60人
2029（令和11）年度

具体的な取組

しま留学制度（小・中学生）の推進施策１

⚫�新たなしま親の確保やしま親・実親の相談相手となるコーディネーター（調整担当者）の配置、
受入住宅の確保など、受入体制の強化を図ります。　　　

⚫�しま留学生やしま親の相談窓口、支援体制を強化します。

高校生離島留学制度の推進施策２

⚫�五島南高校及び奈留高校の離島留学制度を活用した島外からの生徒の受入環境の整備に努めま
す。

しま留学・離島留学制度の推進重点事業　4‒２‒３
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第２章　総合戦略／基本目標４　人を育て、輝く、学びの“しま”をつくる

４‒３
学びと成長のしまづくりプロジェクト

　いくつになっても主体的な学びができる環境を整備することで、自らの成長や生き
がい、自己実現を達成できる豊かな生活環境を創出するプロジェクト

重点事業　4‒３‒１

読書に親しむ環境づくり

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

図書貸出し冊数（図書館・公民館） 194,578冊
2023（令和５）年度

209,000冊
2029（令和11）年度

児童１人あたりの月平均読書冊数（小学生） 19.1冊／月
2023（令和５）年度

20.0冊／月
2029（令和11）年度

生徒１人あたりの月平均読書冊数（中学生） 6.5冊／月
2023（令和５）年度

7.0冊／月
2029（令和11）年度

具体的な取組

図書館機能の充実施策１

⚫�市民の教養・文化の向上に資するために、図書資料の充実に努めます。
⚫�長崎県立図書館との連携やデジタル活用など、図書館機能の高度化に向けた検討を行います。

豊かな心を育む読書の推進施策２

⚫�学校図書館の充実を目指し、学校図書館支援員を適正に配置し、読書による様々な出会いや郷土
愛を育む書物に多く触れる機会を提供します。

しま留学・離島留学制度の推進重点事業　4‒２‒３
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第２章　総合戦略／基本目標４　人を育て、輝く、学びの“しま”をつくる

重点事業　4‒３‒２

学びと成長の環境づくり

【重点業績評価指標（KPI）】　
成果指標 【現状】 【目標】

公民館講座の講座生数 1,072人
2023（令和５）年度

1,280人
2029（令和11）年度

高齢者対象ニュースポーツ教室等開催数 10回
2023（令和５）年度

14回
2029（令和11）年度

具体的な取組

生涯学習の推進施策１

⚫�市民が生涯学習に主体的に取り組めるよ
う、公民館講座の充実・開催に努めます。

生涯スポーツの推進施策２

⚫�市民が生涯にわたりスポーツ活動に親し
み、継続的な健康づくりや体力向上を目指
せるよう、各種教室の開催など生涯スポー
ツの機会を創出するとともに、その普及・
啓発を推進します。

学びと成長の環境づくり重点事業　4‒３‒２


